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１．緒言 
近年、急速に法整備が進められるドローンの運用

において、レベル 4 と呼ばれる有人地帯での目視外

飛行を実現するにあたり、飛行体の位置の管理が重

要となる。今後、高密度運航を見据えた安全かつ効

率的な飛行・離着陸を実現するには、どの空域に飛

行体が存在しているかを常に監視する必要がある。

これは通常、無線および地上センサによる観測によ

って可能であるが、広域に亘る飛行の完全性を観測

だけで保証することは困難である。 

そこで本研究では、市街地における高密度運航を

見据え、管理下にある飛行体を識別するアルゴリズ

ムを提案する。 

 

２．アルゴリズム 
２．１ 開発方針 

航空法では、飛行体の安全な降下角度が確保でき

るよう、制限表面と呼ばれる進入・離陸のための経

路(平面)が離着陸ポート周辺に設定されている。そ

して、飛行体と管制の双方が制限表面を監視し、他

飛行体の進入による衝突事故を避けるようにする。 

これを鑑み、監視の対象とする空域を図 1 のよう

に定める。監視対象は、着陸帯周辺の直径 300m か

つ高さ 150m の空域とし、上記の制限表面に相当す

るエリアは着陸帯周辺の 1km 以内とする。 

図 1 対象とする監視範囲 

 

飛行体検知の従来研究においては、カメラ画像の

深層学習[1]、カメラと LiDAR によるセンサフュー

ジョン[2]、レーダ反射断面積の深層学習[3]等が、

数 10m 以内の近距離を対象として提案されている。

しかし、監視対象の中心にセンサを設置するとして

も 150m 程度の検知距離が必要となる。この条件で

従来手法を適用しようとすると、死角が生じない程

度の密度で複数のセンサを設置する必要があり、高

コストである。 

飛行体に設置されている GNSS(Global Navigation 

Satellite System)による計測結果や、飛行体の運

動モデルを用いた自己位置推定技術を活用すること

も考えられる。しかし、通信の不調等で飛行体から

の自己位置送信が途切れた場合、これらの技術が有

効に機能するとは限らない。また、鳥などのように

GNSS を持たない飛行体については、管理対象外と

して除外する必要もある。 

そこで、地上センサによる飛行体検知結果と、監

視システムで保持している飛行計画経路とを活用し、

それらを照合して整合性を判断することで飛行体を

識別するアルゴリズムを提案する。 

 

２．２ 提案アルゴリズム 

 飛行計画位置と現在位置とが近ければ整合性あり

と判断できると考え、本研究ではベイズ統計とハン

ガリアン法を適用する。提案アルゴリズムの概念を

図 2 に示す。 

図 2 飛行体識別アルゴリズムの概念 

 

時刻 T において飛行予定位置 P1～P5、検知位置

E1～E3 が得られているとする。まず、P1～P5 と E1

～E3 のすべての組合せについて距離を計算して行

列に格納する(後にハンガリアン法を用いるため正

方行列にする必要があるが、飛行予定位置と検知位

置の個数が一致しない場合、不足する要素にはダミ
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ーデータを格納する)。次に各要素について距離に

応じた尤度を算出し、ベイズ更新を実行する。最後

にハンガリアン法を用い、各検知飛行体に対する最

適な確率と飛行体 ID を選択して出力する。 

ここで、ベイズ統計による確率の算出について式

(1)に示す。式(1)は各検知飛行体に適用され、検知

結果が得られる度に更新されていく。尤度 Pj(Dj|Hi)

は、先に述べたように、飛行計画位置と現在位置と

の距離に応じた定義が適切と考え、図 3 に示すよう

に決める。すなわち、距離が近い場合は尤度を大き

くし、距離が長くなるにつれて値を小さくしていく

線形関数とする。そして、距離が閾値以上の場合は

尤度を 0(実装上は 0 に近い正の微小な値)とする。 

𝑃𝑗(𝐻𝑖|𝐷𝑗) =
𝑃𝑗(𝐷𝑗|𝐻𝑖)𝑃𝑗(𝐻𝑖)

∑ {𝑃𝑗(𝐷𝑗|𝐻𝑖)𝑃𝑗(𝐻𝑖)}𝑖

    (1) 

 

 
図 3 尤度 

 

３．実装と検証 
アルゴリズムは Python を用いて試作した。検証

に使用する飛行計画データ、飛行データは次の手順

で作成した。 

① 複数のドローンを飛行させて地上レーダで飛行

位置座標と検知時刻を収集し、その飛行軌跡を

飛行計画データとする。 

② 上記①の飛行計画データにおける飛行位置座標

と時刻に乱数を乗じて新たに飛行軌跡を作成し、

それを実飛行軌跡データとする。 

③ 各ドローンが同時間帯に類似の飛行軌跡を描く

ように両データの飛行時間帯を調整する。 

ドローン 3 機の飛行結果を用い、図 4 に示す飛行

計画データと実飛行軌跡データを作成した。尚、凡

例の番号はドローンの ID である。 

図 4 運航計画データ(左)と実飛行軌跡データ(右) 

 

今回は、図 3 において尤度を 0 とする閾値距離を

200m として検証した。識別結果を実飛行軌跡デー

タに重畳し、図 5 に示す。ドローンごとに色分けし

ており、図 4 と図 5 で同じドローンは同じ色である。

図 5 により、ドローンが正しく識別されていること

を確認した。 

図 5 ドローンの識別結果 

 

４．結言 
今回は、運行計画と現在位置との整合性判定によ

る飛行体識別機能を提案・試作した。また、ドロー

ンの検知データを用いて飛行計画データと実飛行軌

跡データを作成し、運行計画と現在位置との整合性

判定により、ドローンが正しく識別されていること

を確認した。今後は、飛行体の実運用データを用い

て更に検証を継続する。 
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